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はじめに
　前年度の研究においては、当院病棟看護婦の訪問看
護に対するニードをふまえ、当部の訪問看護に期待さ
れる看護内容を明らかにした。その中で、訪問看護対
象者の選択は、主に看護婦の判断に委ねられているに
もかかわらず、対象者に対する看護婦の認識は漠然と
しており、患者選択時に戸惑いをもつ看護婦が意外に
多いことが分かった。
　そこで今回は、訪問看護基準作成の基礎資料とする
ことを目的に、前年度の研究結果をふまえ、その後依
頼のあった継続看護ケースの病態・日常生活動作（以
後ADL）自立度・介護力の実態を分析し、訪問看護
実施、未実施の判断に影響を及ぼす要因について検討
したので報告する。
1　研究方法
1．研究期間　平成2年12月1日～平成3年11月30日
2．研究対象　継続看護の依頼があったケース56名の
内、病態・ADL自立度・介護力の評価可能な39名
　（小児を除く）
3．研究方法
（1）当部の判断で、継続看護依頼ケースを聖路加国
　際病院の訪問看護のニーズ1）（以後、訪問看護必
　要度）で分類し、医療依存度・ADL自立度・介
　墨筆を点数化し評価を行った。
②　評価項目
　医療依存度：病態を6項目に分類し、各項目に1
　点を与えた。得点が高くなる程、医療依存度は高
　　くなり、最高得点6点。
　ADL自立度：FI　M2）を用い、18項目の各項目
　に1～7点を与えた。得点が低い程、ADL自立
　度が低い全介助となり、最高得点f26点。
　介護力：介護力評価表3）を参考にした6項目で、
　各項目に12～20点を与えた。得点が低い程、介護
　力は低く、最高得点360点。
1　研究結果
　対象患者（以後患者）は、39名で内訪問実施は20件
（51。3％）であった。
　依頼者の内訳をみると、看護婦が20件（51．3％）で最
も多く、医師11件（28．2％）、MSW8件（20．5％）であ
った。訪問実施となった患者の依頼者をみても、20件
中13件（56．5％）が看護婦であった。
　次に患者を訪問看護必要度で分類すると（表1）、
訪問看護を必要とするもの（A群）、訪問看護を必要
としないもの（B群）となり、更にA群を継続的に訪
問看護が必要（Need　I）、退院後移行期に限り訪問看
護が必要（Need∬）に分類できる，
表1　訪問看護必要度
訪　問　看護必要　度 人数
A群 Need　I
meed皿
継続的に訪問看護が必要
ﾞ院後、数回だけ訪問看護が必要
1デ（436％）
P1（28．2毘）
B群 Need皿必要なし 11（28．2驚）
計
3ボ（loqo％）
そしてこれらをみると、A群はrNeed　I」17名（43．6％）、
「Need　1［」11名（28．2％）、B群（Need皿）は11名（28．2％）
であった。しかし、この内訪問看護実施はNeed　Iで11
名、Need　IIで9名と、必ずしも当部が訪問を担当して
いるとは限らない。
表2　病期と訪問看護必要度
　　　病期
K問看護必要度 急性期 回復期 慢性期 末期 計
A群
Need　I
meed皿
2（5．　1％） 7（1＆0男
S（i螂
6（1邸
T（1麟
2（麟
Q（51駕
17人
撃倹l
B群 Need皿 3（篇 7（1＆0％ 1（2銚11人
計 2（51鍛14（諏眺 18（4幡5（1蹴39（100％
　次いで病期を訪問看護必要度別にみると（表2）
回復期・慢性期が全体の82．1％を占め、A群におい
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も78．6％と高値を示す。
表3　患者状況と訪問看護の判断要因
NeedNα 病　　　名 一三 ADL介護力
1 多発性筋炎 6 2n● 6526職
2 肺気腫 75 3 112250
3 糖尿病 83 3 103226
4 強皮症 65 2 107321
5 肺気腫、肺癌 80 3 107259
6 気管支喘息 70 2 116216
7 慢性関節リウマチ 62 3 104 0
1 8 筋萎縮性側索硬化症 49 3 67 300
9 アルツハイマー病疑い 71 2 46 304
10老人性痴呆 79 1 42 294
11 アルツハイマー病 70 2 49 289
12乳癌 51 4 112324
13肝硬変、糖尿病 91 3 26 304
14肺癌 76 2 74 312
15腰椎圧迫骨折 78 2 99 129
16子宮癌 79 3 69 289
17前立腺癌 β6 4 28 213
18慢性関節リウマチ 46 2 114324
19肺気腫 80 3・ 1◎0 304
20肝硬変 61 2 114238
21肝硬変 74 2 115 193
22脳出血 76 4 18 336
豆 23パーキンソン病 62 1 118 192
24パーキンソン症候群 74 1 90 309
25直腸癌 58 1 123360
26直腸癌 86 3 86 300
27膀胱尿管腫瘍 80 4 ・113 0
28糠 91 3 18 325
29糖尿病 52 1 103289
30下腿潰瘍、高血圧 65 2 121 301
31 アルツハイマー病疑い 51 2 92 251
32S状結腸癌 78 2 116234
33 S状結腸癌 52 3 54 334
皿 34胸部大動脈瘤 63 3 62 301
35 胃癌 86 1 62 229
36鵯 50 1 117 0
37子宮癌 71 2 104277
38胆石 77 1 113309
39中咽頭癌 76 2 100336
　次に訪問看護必要度別に分けた患者を病名・年齢で
表し、医療依存度・ADL自立度・介護力を各々点数
化したものを一覧に示した。　（表3）
　これらをみても各々の値の意味するものが明確でな
い為、更に詳しく分析した。
（1）病態と訪問看護必要度
表4　病態と訪問看護必要度
A 群病　　　　　　態 依頼患者 need　IneedHB群
1）家族などの介護者、ある 20．智 9．δ6 5．§6 5餅
いは介護能力に不安・問題
がある
2）社会資源の活用を必要と 19．711．5 4．9 3．3
する
3）進行性の疾病、または症 10．7 5．8 3．3 1．6
状が変動しやすい疾病をも
っている
4）予後として現状維持がや 9．8 4．9 4．1 0．8
っと、あるいはクーミナルに向
っている
5）服薬指導を必要とする 8．2 4．9 0．8 25
6）食事療法を継続している α6 25 1．6 25
7）ほとんど寝たままの状態 6．6 25 1．6 25である
8）ネブライ歩、吸引、酸素吸入 4．1 251．6 0など、當時、また時に行う
ことがある
9）チ。づ類や器具を装置して 4．0 1．6 0．8 1．6
いる
10）ストーマケアを必要とする 3ご3 0 2．5 0．8
11）住宅、その他療養環境に
P2礫纈臨輔を必
2．4
P．6
0．8
O．8
1．6
@0
　0
O．8
要とする
13）リハビり部門で機能回復訓練 0．8 0．8 0 0
プログラムが組まれている
14）かゼ交換を必要とする傷 0．8 0．8 0 0
がある
15）その他 0．8 0 0 0．8
計 10α048．428．623．0
患者の病態（表4）のうち医療依存度の分類をし、
6項目にしたものが表5で、いずれもA群の得点が高
く、医療依存度の高いことが分かる。
表5　医療依存度と訪問看護必要度
A 群病　態（該当項目） 計 n㏄dIneedHB群
医療処置を要する（8，9，1214）　，点P1 6点
介護力補強を要する（1，2，7） 33 14 10 9
自己管理能力補強を要する 19 7 4 8
進碓または症状が鋤潔 13 7 4 2
すい疾病（3）
予後が良くない疾病（4） 12 6 5 1
生理的機能の低下（13） 2 2 0 0
計1 90 42 26 22
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（2）ADL自立度と訪問看護必要度
　表6　ADL自立度と訪問看護必要度
身のまわりの動作 排泄コン10ール移動（移乗動作） 歩行 コミュニケーション 社会的認識 計㈲
食事 整容 入浴 更衣（上） 更衣m トイレ
排尿コントロール 排便コントロール “ット椅子
緕q
トイレ
浴槽・
Vャワー
歩行・
ﾔ椅子 階段 理解 表出
社会的
褐ﾝ関係
問題
? 記憶
need　I4．8 453．8 45434．4 5．1 5．1 4．5 4．6 41423．2 494．9 3．9 3．1 4．2 78．1
need皿賎7 5．7 生9 5．5 5．5 5．7 5．3 485．6 5．7 5．2 533．9 495．2 4．3 3．8 41 91．1
need皿5．9 6．3 5．3 5．5 臥2 5．2 5．7 5．4 5．0 5．0 4．8 4．7 4．6 5．4 敦4 臥6 4．3 5．7 95．0
　ADL自立度を訪問看護必要度別にみると（表6）、
ほとんどの項目がB群に比べ、A群の得点が低いが、
大差はなくADL自立度と訪問看護必要度との関係は
認められなかった。
⑧　介護力と訪問看護必要度
図1　介護力と訪問看護必要度
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　介護力と訪問看護必要度別にグラフで示すと図1に
なる。これをみるとA群では「判断・理解力」と「時
間的余裕」が低く形もいびつである。又、Need　IとII
では、むしろllの方の得点が低く、一方、　B群では形
が整い面積も広く全体的に高い得点を示す。
（4）ADL自立度・介護力と医療依存度
　表3をみるとADL自立度と介護力については、ど
のNeedにおいても、　ADL自立度に関して得点が満点
の7割に満たない場合は、介護力が7割以上の得点と
なり、逆に介護力が7割に満たなければADL自立度
が7割以上の得点となっており、両者が互いに補い合
っているような傾向がみられる。
　又、ADL自立度・介護力とも7割を満していても
訪問看護を実施しているケースもある。
皿　考察
　今回、医療依存度・ADL自立度・介護力を点数評
価し、訪問看護の必要性の要因について検討した。医
療依存度においては、A群がB群よりも高く、医療依
存度の高い患者に、当部の訪問看護が機能していると
いえる。又、医療依存度の高い患者の中には介護者・
介護i能力に問題をもっていたり、社会資源の活用を必
要とする介護面のサポートの必要性が高い患者も多い。
これらはただ単に介護者の能力が低いのではなく、退
院後もひき続いて、介護者が医療処置や介護技術の習
得を要したり、介護時間や体力の問題を有しているこ
とが多いと考えられる。更に患者の病態が変動性であ
ったり、進行・悪化していく場合は、家族の不安やス
トレスは増強すると考えられ、そのようなケースには
訪問看護の必要度は高い。
　ADL自立度と介護力については、各々をみても訪
問看護必要度との間に特定の傾向を窺い出せなかった
が、A群・B群全ての患者に、この内どちらか一方の
得点が7割以上であるという特徴がみられた。このこ
とから、ADL自立度と介護力は訪問看護の必要度の
直接的要因ににはならず、むしろ在宅療養の可否の条
件になり得る。
　在宅療養を可能とする為には、患者の状態を正しく
把握し、家族の介護力を明確にし、不足している部分
を補う援助が必要である。その際、不足している部分
により、二部、保健所保健婦、近親者、ホームヘルパ
ー、ボランティア、その他の社会資源の内、各々のケ
ースにとって誰が、どこを援助するのが適切かを考え
ることが重要である。例えばケース1．5．12は、A
DL自立度・介護力に問題はなかったが、医療器具の
取扱いや高度の医療処置を要する症例であった為、病
院からの継続した訪問看護が必要と判断した。又、A
DL自立度・介護力が低く、訪問看護が必要と判断し
たケース1．6．7．20は、居住が遠隔地の為、地域
の看護職に訪問をまかせたり、すでに地域の保健婦や
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家庭医による支援体制が整っていた為、当部は訪問を
担当しなかった。更に精神衛生関係や難病、寝たきり
老人などケース8．9．11は、保健所・市町村など公
的機関の訪問看護の対象となっている為、主に公的機
関に依頼し、当部は在宅療養継続のためのコーディネ
ーターの役割をとっている。
　以上のように、当部の訪問看護の必要度に関わる要
因を多面的に考察した結果、当部の訪問看護による支
えがあれば、在宅療養がより適切に継続できると考え
られるケース、当部の訪問看護がなければ、在宅療養
が極あて困難であると考えられるケースが、訪問看護
の対象となる。そしてその判断においては、患者本人
の条件だけでなく、家族その他の介護者の問題、更に
その生活を支える福祉や地域社会の状態も考慮してい
かなければならない。
おわりに
　点数化の方法、検証などが適切だったとは言えず、
評価するに困難な点があった。
　今回は既存の評価表を使用し分析したが、この結果
を訪問看護対象者の選択基準作成の資料にする為には、
更に判断側面の項目、カテゴリー、得点化の方法など
の再検討が必要である。
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IV　まとめ
　病院からの訪問看護実施の判断に関わる要因として、
①’ 纓ﾃ依存度が高いと訪問看護必要度も高い。
②ADL自立度、介護力は、直接的な要因とはな
　　らない。しかし、ADL自立度、介護力ともに低
　　い場合は、在宅療養の可否に影響を与え、判断の
　　要因となる。
③社会資源の活用の有無と程度
　そして更に追加として、
④すでに公的機関の訪問看護が、有効に機能して
　　いるか否か
　⑤　患者の居住地
　以上が挙げられ、これらを基に総合的に判断するこ
とが必要である。
参考文献
1）松野かほる：訪問看護需要計測に関する研究、
　看護展望、Vo1．14（2）’1989．　1月増刊
2）百瀬薫他：訪問看護対象者の選択基準の作成とそ
　の有効性の検証、第22回日本看護学会集録（地域看
　護）1991
3）日本看護協会編：訪問看護、日本看護協会出版会
　1984
一一@54　一
